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図表　【第6期・第7期の給付費の推移】

※その他は、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療介護合算サービス費、審査

支払手数料を合算した数値。
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１ 介護（介護予防）給付費等の推移 

第６期・第７期の介護（介護予防）サービスにおける給付状況の推移を見てみると、

平成２８年度には被保険者数の減少に伴う形で給付費が抑制されましたが、現在は

徐々に介護サービスの利用が伸びてきている状況で、令和２年度は過去最大になる見

込みです。今後、高齢化率の更なる上昇や後期高齢化が見込まれることから、令和２

年度水準が続いていくものと考えられます。 

サービス分類毎に見ると、居宅介護サービス費が減少傾向にあり、地域密着型介護

サービス費、施設介護サービス費は増加傾向にあります。今後の高齢単身世帯・高齢

夫婦世帯の増加を考慮すると、認知症グループホームや介護施設への入所は現状を維

持していくものと想定されます。 
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

回数（回/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

回数（回/月） 21.0 21.0 21.0 21.0 17.4

人数（人/月） 5 5 5 5 4

回数（回/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

介護予防居宅療養管理指導 人数（人/月） 0 0 0 0 0

介護予防通所リハビリテーション 人数（人/月） 1 1 1 1 1

日数（日/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

日数（日/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

日数（日/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

日数（日/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 人数（人/月） 7 7 7 7 5

介護予防福祉用具購入費 人数（人/月） 1 1 1 1 1

介護予防住宅改修 人数（人/月） 1 1 1 1 1

介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人/月） 1 1 1 1 1

回数（回/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人/月） 0 0 0 0 0

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人/月） 0 0 0 0 0

人数（人/月） 11 11 10 10 9

種　類

図表　【介護（介護予防）サービス量の見込】

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防訪問看護

介護予防短期入所療養介護
（病院等）

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防支援

介護予防短期入所療養介護
（老健）

介護予防短期入所生活介護

介護予防サービス

介護予防短期入所療養介護
（介護医療院）

介護予防地域密着型サービス

２ 保険給付等の見込 

（１）介護（介護予防）給付の見込 

ⅰ）サービス量の推計 

第８期期間中の介護サービスの利用者数・利用量については、直近の介護サービス

の利用状況を基に、今後の高齢化の進展などを考慮し、現状を維持していくものとし

て推計を行いました。 
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

回数（回/月） 278.2 278.2 278.2 278.2 263.2

人数（人/月） 19 19 19 19 17

回数（回/月） 19.6 19.6 19.6 19.6 19.6

人数（人/月） 2 2 2 2 2

回数（回/月） 65.0 65.0 65.0 65.0 61.4

人数（人/月） 7 7 7 7 6

回数（回/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

居宅療養管理指導 人数（人/月） 6 6 6 6 6

回数（回/月） 555.2 555.4 555.4 567.9 496.8

人数（人/月） 48 48 48 49 43

回数（回/月） 21.3 21.3 21.3 21.3 21.3

人数（人/月） 5 5 5 5 5

日数（日/月） 69.0 69.0 69.0 69.0 69.0

人数（人/月） 4 4 4 4 4

日数（日/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

日数（日/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

日数（日/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 人数（人/月） 34 34 34 35 32

福祉用具購入費 人数（人/月） 1 1 1 1 1

住宅改修 人数（人/月） 1 1 1 1 1

特定施設入居者生活介護 人数（人/月） 7 7 7 7 7

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人/月） 4 4 4 4 4

夜間対応型訪問介護 人数（人/月） 0 0 0 0 0

回数（回/月） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人/月） 0 0 0 0 0

回数（回/月） 13.7 13.7 13.7 13.7 13.7

人数（人/月） 2 2 2 2 2

小規模多機能型居宅介護 人数（人/月） 0 0 0 0 0

人数（人/月） 14 14 14 14 13

(必要利用定員総数) 18 18 18 18 18

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人/月） 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護

人数（人/月） 0 0 0 0 0

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人/月） 0 0 0 0 0

介護老人福祉施設 人数（人/月） 38 38 38 39 38

介護老人保健施設 人数（人/月） 8 8 8 8 8

介護医療院 人数（人/月） 0 0 0 0 0

介護療養型医療施設 人数（人/月） 0 0 0 0 0

人数（人/月） 67 67 67 66 61

認知症対応型共同生活介護

施設サービス

居宅介護支援

短期入所療養介護
（病院等）

短期入所療養介護
（介護医療院）

地域密着型サービス

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

訪問介護

種　類

居宅サービス

短期入所生活介護

短期入所療養介護
（老健）

通所介護

訪問看護

通所リハビリテーション

訪問リハビリテーション

訪問入浴介護
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図表　【介護（介護予防）サービス費等の見込　（単位：千円）】

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

4,613 4,616 4,557 4,557 4,177

①介護予防サービス 4,003 4,005 4,005 4,005 3,677

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0

介護予防訪問看護 1,419 1,420 1,420 1,420 1,188

介護予防訪問リハビリテーション 0 0 0 0 0

介護予防居宅療養管理指導 0 0 0 0 0

介護予防通所リハビリテーション 428 429 429 429 429

介護予防短期入所生活介護 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 329 329 329 329 233

特定介護予防福祉用具購入費 200 200 200 200 200

介護予防住宅改修 600 600 600 600 600

介護予防特定施設入居者生活介護 1,027 1,027 1,027 1,027 1,027

②介護予防地域密着型サービス 0 0 0 0 0

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0

③介護予防支援 610 611 552 552 500

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

介護サービス見込量 293,841 294,309 294,309 298,745 283,620

①居宅サービス 100,199 100,516 100,516 101,839 93,539

訪問介護 10,824 10,830 10,830 10,830 10,222

訪問入浴介護 2,675 2,677 2,677 2,677 2,677

訪問看護 3,472 3,474 3,474 3,474 3,237

訪問リハビリテーション 0 0 0 0 0

居宅療養管理指導 497 498 498 498 498

通所介護 52,662 52,896 52,896 54,117 47,652

通所リハビリテーション 2,200 2,202 2,202 2,202 1,468

短期入所生活介護 6,509 6,513 6,513 6,513 6,513

短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0

短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 3,773 3,830 3,830 3,932 3,676

特定福祉用具購入費 235 235 235 235 235

住宅改修 600 600 600 600 600

特定施設入居者生活介護 16,752 16,761 16,761 16,761 16,761

②地域密着型サービス 50,428 50,455 50,455 50,455 47,524

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 6,734 6,737 6,737 6,737 6,737

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護 0 0 0 0 0

認知症対応型通所介護 838 838 838 838 838

小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0

認知症対応型共同生活介護 42,856 42,880 42,880 42,880 39,949

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0

種　類

介護予防サービス見込量

種　類

ⅱ）給付費等の推計 

サービス量の推計に基づき、次のとおり第８期、令和７年度及び令和２２年度にお

ける給付費の推計を行いました。 
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図表　【地域支援事業費の見込　（単位：円）】

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

16,744 16,868 16,994 16,012 12,903

介護予防・日常生活支援総合事業費 8,475 8,475 8,475 8,267 6,522

介護予防・生活支援サービス 5,506 5,506 5,506 4,716 3,504

一般介護予防事業費 2,969 2,969 2,969 3,551 3,018

包括的支援事業費 8,269 8,393 8,519 7,745 6,381

地域包括支援センターの運営 6,204 6,328 6,454 5,764 4,464

任意事業費 443 443 443 283 219

在宅医療・介護連携推進事業 1,506 1,506 1,506 1,513 1,513

生活支援体制整備事業 57 57 57 126 126

認知症総合支援事業 59 59 59 59 59

地域ケア会議の運営 0 0 0 0 0

種　類

地域支援事業費見込額

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

③施設サービス 133,907 133,981 133,981 136,964 133,981

介護老人福祉施設 109,314 109,374 109,374 112,357 109,374

介護老人保健施設 24,593 24,607 24,607 24,607 24,607

介護医療院 0 0 0 0 0

介護療養型医療施設 0 0 0

④居宅介護支援 9,307 9,357 9,357 9,487 8,576

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

標準給付見込額 321,279 320,662 321,252 325,578 308,936

298,454 298,925 298,866 303,302 287,797

13,541 12,529 12,525 12,707 12,070

特定入所者介護サービス費等給付額 15,571 15,571 15,571 15,800 14,995

特定入所者介護サービス費等の見直しに伴う財
政影響額

2,030 3,042 3,046 3,093 2,925

7,532 7,456 8,109 8,223 7,817

高額介護サービス費等給付費 7,684 7,684 8,357 8,474 8,056

高額介護サービス費等の見直しに伴う財政影響
額

152 228 248 251 239

高額医療介護合算サービス費 1,542 1,542 1,542 1,138 1,058

審査支払手数料 210 210 210 208 194

高額介護サービス費等給付費
（財政影響額調整後）

種　類

種　類

総給付費

特定入所者介護サービス費等給付額
（財政影響額調整後）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域支援事業費の見込 

第８期、令和７年度及び令和２２年度における地域支援事業費（介護予防・日常生

活支援総合事業と包括的支援事業にかかる費用）の推計は次のとおりです。 
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第８期（令和３年度～令和５年度）

保険料基準月額

５，３００円

第７期（平成３０年度～令和２年度）

保険料基準月額
４,９５０円

３ 介護保険料の見込 

介護保険料基準額は、標準給付費と地域支援事業費の推計を基に算定した第１号被

保険者が負担する額に相当する額から、介護給付準備基金の取り崩し額などを控除し、

それに所得段階毎の被保険者数や保険料率等を勘案して算定しました。 

この結果、第８期における第１号被保険者の保険料基準額は次のようになります。 

  

 

  

   

  

 第８期では、所得段階を国の基準と同じ９段階に設定します。各所得段階の対象者

や年額の保険料は以下のとおりです。なお、所得が低い方の介護保険料軽減を行う予

定です。 

 
所得段階 対象者 調整率 保険料（年額）

第1段階

・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給者で、世帯全員が住民税非課税
・世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入額と合計所得
　金額の合計が80万円以下

基準額×0.3 19,000円

第2段階
世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万円超120万円以下

基準額×0.5 31,800円

第3段階
世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金
額の合計が120万円超

基準額×0.7 44,500円

第4段階
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非
課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以
下

基準額×0.9 57,200円

第5段階
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非
課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円超

基準額×1.0 63,600円

第6段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円未満 基準額×1.2 76,300円

第7段階
本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円以上210万円
未満

基準額×1.3 82,600円

第8段階
本人が住民税課税で、合計所得金額が210万円以上320万円
未満

基準額×1.5 95,400円

第9段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が320万円以上 基準額×1.7 108,100円

非
課
税
世
帯

課
税
世
帯

本
人
が
課
税
者


